
出
産
祝
金
支
給
廃
止
へ 

保
育
料
の
無
料
化
へ

本
市
の
こ
ど
も
の
出
生
を
祝

福
す
る
た
め
、
第
２
子
以
降
の

出
産
に
際
し
、
合
併
時
か
ら
支

給
さ
れ
て
い
た
出
産
祝
金
10
万

円
が
平
成
23
年
度
か
ら
廃
止
と

な
り
ま
す
。
廃
止
さ
れ
た
財
源

を
保
育
所
・
幼
稚
園
の
第
３
子

以
降
の
保
育
料
無
料
化
を
実
施

し
、
保
育
環
境
の
整
備
を
図
ろ

う
と
す
る
も
の
で
す
。

Ｓ
Ｕ
Ｎ
お
の
が
み
指
定
管
理
導
入

平
成
22
年
４
月
１
日
か
ら
指

定
管
理
者
制
度
が
導
入
さ
れ
ま

す
。
こ
れ
は
市
が
公
の
施
設
の

管
理
を
民
間
法
人
等
に
委
託
す

る
こ
と
に
よ
り
、
効
率
的
な
経

営
改
善
を
図
る
も
の
で
す
。
指

定
管
理
者
と
し
て
、
ケ
ー
ビ
ッ

ク
ス
株
式
会
社
を
指
定
し
、
指

定
期
間
は
５
カ
年
で
す
。

報
　
告

市
長
専
決
処
分
（
和
解
及
び

損
害
賠
償
の
額
を
定
め
る
こ
と

に
つ
い
て
）
が
２
件
報
告
さ
れ

ま
し
た
。

条
例
改
正

条
例
改
正
の
主
な
も
の
は
、

渋
川
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

で
、
国
の
一
般
職
の
職
員
の
給

与
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正

に
準
じ
て
減
額
改
正
す
る
も
の

で
あ
り
、
こ
れ
に
関
連
し
て
渋

川
市
議
会
の
議
員
の
議
員
報
酬

及
び
費
用
弁
償
等
に
関
す
る
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
・

渋
川
市
長
及
び
副
市
長
の
給
与

及
び
旅
費
支
給
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
も
そ
れ
ぞ
れ
減

額
改
正
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
ほ

か
渋
川
地
区
広
域
市
町
村
圏
振

興
整
備
組
合
の
規
約
変
更
に
関

す
る
協
議
に
つ
い
て
及
び
渋
川

地
区
広
域
市
町
村
圏
振
興
整
備

組
合
の
共
同
処
理
す
る
事
務
の

変
更
に
伴
う
財
産
処
分
に
つ
い

て
は
、
県
下
全
域
を
１
組
合
の

事
業
区
域
と
す
る
群
馬
県
農
業

共
済
組
合
が
平
成
22
年
４
月
１

日
か
ら
設
立
さ
れ
る
こ
と
に
伴

い
規
約
の
一
部
を
変
更
し
よ
う

と
す
る
も
の
で
す
。

公
益
的
法
人
等
へ
の
渋
川
市

職
員
の
派
遣
等
に
関
す
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
は
、

群
馬
県
農
業
共
済
組
合
に
渋
川

市
職
員
の
派
遣
を
行
う
た
め
の

改
正
で
す
。
渋
川
市
出
産
祝
金

支
給
条
例
を
廃
止
す
る
条
例
は
、

少
子
化
施
策
を
よ
り
効
果
的
な

事
業
と
す
る
た
め
廃
止
す
る
も

の
で
す
。

補
正
予
算
関
係

一
般
会
計
補
正
予
算
は
、
歳

入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
億
２
２
７

７
万
４
０
０
０
円
が
追
加
さ
れ

ま
し
た
。
歳
出
の
主
な
も
の
は

障
害
者
自
立
支
援
事
業
に
伴
う

も
の
、
生
活
扶
助
費
給
付
事
業
、

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ワ
ク
チ

ン
接
種
費
用
助
成
事
業
、
土
地

開
発
基
金
用
地
買
戻
事
業
（
伊

香
保
屋
外
運
動
場
用
地
）
、
特

別
会
計
補
正
予
算
で
は
、
国
民

健
康
保
険
が
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ

れ
６
４
０
０
万
円
追
加
さ
れ
ま

し
た
。
小
野
上
温
泉
事
業
も
２

５
７
７
万
７
０
０
０
円
追
加
さ

れ
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
20
年
度

の
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
還

付
金
を
小
野
上
温
泉
開
発
基
金

に
積
み
立
て
る
も
の
で
す
。

建てかえられる渋川幼稚園

定
例
会
の
主
な
内
容

平
成
21
年
12
月
定
例
会
は
、
11
月
30
日
か
ら
12
月
11
日
ま
で
12
日
間
の
日
程
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
報
告
は
２
件
、
補
正
予
算

８
議
案
と
条
例
改
正
な
ど
議
員
提
出
議
案
を
含
む
15
議
案
が
審
議
さ
れ
、
い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
可
決
・
同
意
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
請
願
・
陳
情
は
８
件
で
そ
の
う
ち
６
件
は
採
択
さ
れ
、
２
件
は
不
採
択
と
な
り
ま
し
た
。（
14
ペ
ー
ジ
参
照
）

よ
り
効
果
的
な
少
子
化
対
策
を 

よ
り
効
果
的
な
少
子
化
対
策
を 

本会議の
あらまし
本会議の
あらまし　

12月定例会 12月定例会 12月定例会 
平成21年 

（第7回定例会） 



人
事
案
件

人
権
擁
護
委
員
に
宮
本
金
男

氏
（
伊
香
保
町
）
を
推
薦
す
る

こ
と
が
全
員
一
致
で
同
意
さ
れ

ま
し
た
。

議
員
全
員
協
議
会

会
期
中
の
12
月
10
日
議
員
全

員
協
議
会
が
開
催
さ
れ
、
旧
渋

川
公
民
館
建
物
の
取
り
扱
い
と

渋
川
市
都
市
計
画
駅
前
土
地
区

画
整
理
事
業
換
地
処
分
取
消
請

求
事
件
の
２
件
に
つ
い
て
資
料

に
基
づ
き
そ
れ
ぞ
れ
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

歳
入
関
係

質
疑

県
補
助
金
の
新
型
イ
ン

フ
ル
エ
ン
ザ
ワ
ク
チ
ン
接
種
費

用
助
成
は
３
２
６
４
万
３
０
０

０
円
の
増
額
。
市
の
負
担
増
は
。

前
橋
市
で
行
っ
て
い
る
税
の
未

納
世
帯
へ
の
対
応
は
。

答
弁

こ
の
事
業
は
国
が
２
分

の
１
、
県
が
４
分
の
１
、
市
が

４
分
の
１
の
負
担
で
す
。
税
の

未
納
者
に
も
前
橋
市
と
同
様
に

対
応
で
き
る
よ
う
短
期
保
険
証

を
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

質
疑

繰
越
明
許
費
の
市
道

（
赤
）
長
井
小
川
田
４
１
９
８

号
線
道
路
改
良
事
業
（
上
南
雲

地
区
）
の
工
事
は
緊
急
性
が
あ

る
。
現
在
の
進
捗
状
況
は
。

答
弁

こ
の
工
事
は
、
急
傾
斜

地
の
指
定
地
の
た
め
、
県
と
協

議
を
し
て
き
ま
し
た
。
今
後
、

用
地
買
収
、
入
札
等
手
続
き
を

順
次
行
い
、
年
度
内
完
成
に
向

け
工
事
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

質
疑

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

拡
大
防
止
の
対
応
は
、
具
体
的

に
ど
う
し
て
い
く
の
か
。
現
在

ま
で
の
ワ
ク
チ
ン
接
種
者
数
は
。

衛
生
教
育
の
現
状
は
。

答
弁

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

は
10
月
25
日
ご
ろ
が
ピ
ー
ク
。

現
在
ま
で
の
接
種
者
数
は
把
握

し
て
い
ま
せ
ん
が
、
３
月
ま
で

順
次
接
種
す
る
計
画
で
す
。
今

ま
で
小
中
学
生
の
感
染
率
は

37
％
で
、
学
校
等
で
は
、
う
が

い
、
手
洗
い
、
マ
ス
ク
着
用
等

の
指
導
を
継
続
し
て
い
き
ま
す
。

歳
出
関
係

質
疑

生
活
扶
助
費
給
付
事
業

７
１
８
２
万
５
０
０
０
円
の
増

額
は
ど
の
よ
う
な
状
況
か
。
現

在
の
生
活
保
護
世
帯
の
実
態
、

相
談
状
況
、
年
齢
は
。
ま
た
ケ

ー
ス
ワ
ー
カ
ー
の
人
数
は
。

答
弁

相
談
内
容
は
働
け
な
い
、

病
気
等
で
収
入
が
減
っ
て
い
る

な
ど
で
、
申
請
件
数
は
増
え
て

い
ま
す
。
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
は

現
在
５
人
で
、
１
人
当
た
り
約

60
世
帯
を
カ
バ
ー
し
て
い
ま
す
。

質
疑

生
活
保
護
世
帯
が
自
立

し
た
ケ
ー
ス
は
。
貯
蓄
が
あ
り

打
ち
切
ら
れ
た
話
も
聞
く
が
指

導
は
適
正
か
。

答
弁

平
成
20
年
度
中
の
給
付

停
止
は
46
件
。
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ

ー
は
受
給
者
の
立
場
で
親
切
丁

寧
に
指
導
し
て
い
ま
す
。

12
月
９
日
に
予
算
特
別
委
員
会
が
開
か
れ
、
８
議
案
を
審
査
、
原
案
の
と
お
り

可
決
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
予
算
は
、
２
億
２
２
７
７
万
４
０
０
０
円
が
追
加
さ

れ
、
歳
入
歳
出
総
額
は
、
３
３
５
億
７
０
９
６
万
８
０
０
０
円
と
な
り
ま
し
た
。

予
算
特
別
委
員
会
の
審
査

予
算
特
別
委
員
会
の
審
査

検温風景

わかりにくい用語を解説します
【指定管理者制度】
平成15年９月２日、改正地方自治法が施行され地方自

治体の「公の施設」の管理に関する制度が改正されたこ
とによって創設された制度です。
これまでの「公の施設」の管理運営主体は、公共性の

確保の観点から、市の出資法人や公共的団体等に限られ
ていました。管理委託制度が、この改正によって民間事
業者やＮＰＯ法人、ボランティア団体等幅広い団体にも
管理運営を委ねることが出来るようになり、「公の施設」

の管理運営に民間の能力を積極的に導入していくことが可能となりました。
指定管理者制度とは、多様化する住民ニーズに、より効果的、効率的に対応するた

め「公の施設」の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るととも
に、経費の節減等を図ることを目的とするものですが、施設の管理運営全般を管理者
に委ねるため、税金で設置された施設が一管理者によって私物化されるのを防ぐとい
う観点から、指定管理者が行う業務の内容及び範囲等は仕様書および協定書により定
めています。
本市の指定管理者制度導入状況は、総施設数77のうち22施設となっています。


